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福島県に安全を不安視する情報提供
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はじめに

 福島県・双葉地方原発反対同盟　�����

　    　　     　平成17年４月25日
　　　　　　生活環境部原子力安全グループ

原子力発電所に関する情報について
 〈情報提供の内容〉
・現在行われている福島第一原子力発電所２号機
の定期検査は、極めて短期の定期検査で、工程
的に無理があり「安全、安心が第一」とうたって
いることとは異なる。

・作業員の過労による何か大きな人災なり事故が
起きそうな感じだ。

 ・工期が10日から２週間ほど長くなれば体の負担
も楽になり確実な作業ができると思っており、
この事態を一刻も早く改善されるよう県から申
し入れて欲しい。
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①連続する人為ミスは夜間労働や超過密労働

　による疲労が原因だ
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②メンテナンスがプラントメーカーから自社企

　業グループへ移行し、技術の低下が著しい
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③現場技術者の高齢化、技術レベル維持伝承

　が困難になってきている
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④定期検査の時期・期間の平準化、雇用の安

定化が求められる
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⑤原発内では違法行為が蔓延している
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⑥舎弟企業に依存しなければならない原発
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⑦原発では、労働災害の90％が労災隠しだ
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「偽造した」とされる印の数々

「偽造した」とされる健康診断個人表
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「工事請負契約」に転嫁する東京電力
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『原子力市民年鑑2005』の活用法

放射線被曝編
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原発の足下から衰退する原子力産業




